






























                                                  
1 例えば「青森・岩手県境不法投棄事案」では、不法投棄者が受け取っていた処理料金は 5,000 円／トン、その量は 
  約 86 万トンであることから、不法な収入は約 43 億円と推定される。 
  これに対して、不法投棄を行った法人（とそれに共謀した法人）に罰金 2,000 万円、この代表者に罰金 1,000 万円が   









































































                                                  
2 北村喜宣（2009）55 頁参照 
3 Sowell, T.（1980）9 章参照 
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 経済学において犯罪供給を議論するとき、その多くは Becker の『罪と罰』を基礎として
いる。Becker の『罪と罰』では、犯罪の社会的費用を最小化する政策的問題をとりあげ、罰
                                                  
4 環境省（2011）「産業廃棄物の不法投棄の状況（平成 22 年度）について」6-7 頁参照 
  平成22年度に新規に発覚した産業廃棄物の不法投棄事案は216件、61,981トンであったが、このうち157件（72.7％）、  







 only if G  pf , the crime is committed      式(1) 
  EU  pU(G  f ) (1 p)U(G)      式(2) 
 犯罪者の犯罪による利益 G、犯罪者を有罪にする確率 p、罰のかたち（刑罰の厳しさや期
間など）f としたとき、G>pf が成立する限り罪が犯される。さらには、取り締まる側（例え



















 第１ 検挙率が低いと、どうしても検挙された犯人をスケープゴートとして厳罰に処す 
    る嫌いがあり、このような一罰百戒的な厳罰主義を排除できる。 
 第２ 一般予防目的の大半が達成できるので、真に処罰に値する犯人のみを刑事手続き 
    に乗せれば良い。 
 第３ 刑事司法に対する国民の信頼を得ることになって、防犯活動への市民参加を促す 
    ことができる。 
                                                  
5 Becker, G. S.（1968）169-217 頁参照 
6
   Beccaria, C. B.（1764）107-108 頁参照 
7 大谷 實（1994）7 頁参照 
8 大谷 實（1994）161 頁参照 
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 Cornwell and Trumbull（1994）は、式(3)で表されるモデルを用いてパネルデータによる
実証分析を行っている。 
 R  X ' P '         式(3) 
 彼らによれば、これまでの犯罪抑止は法の拘束力によるところが非常に大きい、とするの
は言い過ぎであり、検挙率または有罪率の犯罪抑止の効果はずっと小さい10。 
 ここで、R は犯罪発生率、 X'βは機会費用の効用に影響する変数、P'γは PA, PC, PP, S の
代替となる変数の組み合わせ（PA は逮捕される確率、PCは有罪になる確率、 PPは投獄され








難しく、（今のところは）p が f よりも犯罪数に対してインパクトを有していそうだ、また、
そのインパクトは violent crime より non-violent（property）crime において大きそうだと
いう程度に留まる。violent crime が non-violent crime よりは司法活動の影響を受けて抑止
                                                  
9  Eide, E.（1997）350 頁参照 
10 Cornwell, C. and Trumbull, W. N.（1994）366 頁参照 




やすい violent crime では、彼のアイデアである「合理的判断の下での犯罪態様」が当てはま
りにくい、と考えたことに整合的である。 
研究要約 




PA PC PP S 
Ehrich (1973), U.S. states, CS 
OLS 
All   -.526 
-.585
2SLS   -.991 -1.12
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Carr-Hill & Stern (1973), U.K, CS 2SLS All -.66x 
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Orsagh (1973), Calif, CS 
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Felonies  -.26x  
 
2SLS  -1.8x   
Phillips & Votey (1975), Calif, CS OLS Felonies -.622   -.347
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Trumbull (1989), N. Carolina, CS OLS All -.217 -.451 -.325 -.149
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※ 1990 年以降の研究については、当方が挿入処理 
   PA  : the probability of arrest（検挙率） 
    PC  : the probability of conviction（有罪判決率） 
    PP : the probability of imprisonment（収監率） 
    S : the severity of crime（厳罰度） 
  
 Data 
  CS : Cross-Section 
    Pa : Panel 
 
  Crime Type 
    All  : homicide, assault, rape, robbery, burglary and motor vehicle theft etc 
出典：Cornwell and Trumbull（1994）“Estimating the Economic Model of Crime with Panel Data”p362 を改変 
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12 Kuziemko, I. and Levitt, S. D.（2001）1 頁参照 
13 2012（平成 24）年 7 月 10 日現在、119,845 事業者（産業廃棄物収集運搬業）。 






係る費用 Ci に、不適正処理の実施に係るリスク R を加えたものして、式(4)で表現される。 
 Ci(e) Ci R         式(4)   
 また、不適正処理の実施に係るリスク R は、不適正処理を取り締まる機関（行政、警察な
ど）にある確率で摘発・処罰される確率 p に、その結果被る罰量 f（事業者の社会的評価の減
少も含む。）を乗じたものに等しく、式(5)で表される。 
 R  pf         式(5) 
 式(4)及び式(5)から、不適正処理を行った場合の私的費用 Ci(e) は、式(6)となる。 
 Ci(e) Ci pf        式(6) 
 一方、廃棄物を適正に処理した場合には、不適正処理の実施に係るリスク R を考慮する必
要はなく、廃棄物を適正に処理した場合の私的費用 Cs(e) は、適正処理の実施に係る費用 Cs 
に等しく、式(7)で表される。 
 Cs(e) Cs         式(7) 
 廃棄物を適正に処理した場合の私的費用 Cs(e) と、不適正に処理した場合の私的費用 Ci(e) 
を比べるとき、後者の方が小さいと廃棄物の占有者が意識するとき、不適正に処理するイン
センティブとなり、これは式(8)で表される。 
 if Cs(e) Ci(e) incentive to illegal dumping()   式(8) 
 ここで、式(8)に式(6)及び式(7)を代入すると、式(9)のとおり整理される。 
 if Cs Ci pf incentive to illegal dumping()    式(9) 
 不適正処理の抑止のための政策としては、そのインセンティブを打ち消す、すなわち Ci(e) 







 補助金と監視・罰則の強化の関係は下図のとおりである。Cs(e) の引下げ及び Ci(e) の引
上げを行う前、つまり現状において適正に処理される廃棄物量は OsQ1 で示される。政府は
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排出事業者に補助金（あるいは処理事業者に損失補填金）S を支払うことにより、Cs(e) の
引下げを行うと、OsQ1は OsQ3に遷移し、適正処理される廃棄物が Q1Q3分だけ増加する。
また、政府が監視 p や罰則 f を強化することにより、Ci(e) の引上げを行うと、OsQ1は OsQ2
に遷移し、適正処理される廃棄物が Q1Q2分だけ増加する。Cs(e) の引下げと Ci(e) の引上げ































                                                  
15 末井（2009）7-8,21-22 頁参照 
pf  
S  
Q1  Q2  Q3  Q4  
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発覚確率 適正処理量 不遵守隠蔽支出 罰金率の上昇の効果 
比較的高い水準 増加 減少 不適正処理の減少 
中間領域 増加 増加 不適正処理の増加 
比較的低い水準 減少 増加 不適正処理の増加 














                                                  
16 小出は、小出（2005）において、廃棄物処理法違反件数の７割以上が不法投棄であるものの、不法投棄が同法違反 
   のすべてではないことを述べており、彼の理論モデルにおける「不適正処理」は必ずしも不法投棄に限らないと推定 
   される。 
17 小出（2005）28 頁参照 
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 （131,397 事業者、2012 年５月 30 日現在） 
 検証対象：母集団から抽出した 300 事業者 
 抽出方法：無作為抽出19 
                                                  







 実施時期：2012 年７月（９日送付、８月 31 日〆切） 
 
■ 属性１（母集団から抽出した 300 事業者）                       n=300 
区分 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州沖縄
抽出数  8 17 97 53 64 21 10 30 
株式会社  5 10 68 34 46 10  7 17 
有限会社  3  6 29 19 17 11  3 11 
合資会社  0  1  0  0  0  0  0  0 
合名会社  0  0  0  0  0  0  0  1 
協同組合  0  0  0  0  1  0  0  0 
社団法人  0  0  0  0  0  0  0  1 





















（2 社, 2.9％） 
1,000 人- 
（2 社, 2.9％）

















                                                                                                                                                    
   全体数 300 を按分することで各都道府県から抽出する必要数を決定した。 
   次に、各都道府県別の事業者リストから必要数の事業者を無作為（乱数利用）に抽出した。 
188




 廃棄物処理の委託 1,000 件あたりの「不法投棄の存在」件数を尋ねたところ、許可事業者
に関する設問では 64 事業者、無許可事業者に関する設問では 62 事業者から回答があった。
回答では、許可事業者による不法投棄は平均 79.55（標準誤差 22.30）件であり、無許可事業
者によるそれは平均 344.65（標準誤差 45.76）件であった。t 検定 p 値は<0.0001、また Student
の t 検定による平均比較は 165.33 と正の値を示し、比較両者間では平均値に有意な差が認め
られた。 












































































 不法投棄 1,000 件あたりの「不法投棄の摘発」件数を尋ねたところ、許可事業者に関する
設問では 62 事業者、無許可事業者に関する設問では 61 事業者から回答があった。回答では、
許可事業者による不法投棄は平均 61.49（標準誤差 22.68）件であり、無許可事業者によるそ
























































資料出典：環境省（2011）「産業廃棄物の不法投棄の状況（平成 22 年度）について」 
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 「不法投棄者の認識」を尋ねたところ、許可事業者に関する設問では 63 事業者、無許可事
業者に関する設問では 64 事業者から回答があった。回答では、許可事業者による不法投棄で
は平均 0.35184（標準誤差 0.03988）であり、無許可事業者によるそれでは平均 0.19655（標
















                                                  








































な摘発率を 0.35 程度で認識している一方で、無許可事業者はそれを 0.20 程度で認識してお
り、そこには 0.15 程度の認識相異（乖離）がある。 
 また、回答者のほとんど（９割以上）は、不法投棄者が見かけ上の客観的な摘発率を割り
増して認識（45°線より上方）していると推測しており、中心的な回答帯（不法投棄の摘発
は 1,000 件あたり 100 件以下）では、その認識の割増しの程度に強弱を認め、このことは不
法投棄者の属性（許可の有無）によらず共通している。そして、許可事業者によるものの回
帰式は 0.0007322x＋0.3040939（x 項 p 値 0.0198、切片 p 値<0.0001）、R2は 0.088686 であ
り、無許可事業者によるものの回帰式は 0.0002899x＋0.1741589（x 項 p 値 0.0582、切片 p







 このとおり、現段階においては、不法投棄の見かけ上の客観的な摘発率は平均 0.1 以下で
あって、この主観的な摘発率には認識の割増しが認められ、不法投棄者が許可事業者である
とき平均 0.35 程度、無許可事業者であるとき平均 0.20 程度となっている（回答は、見かけ






 Becker（1968）では、犯罪者の犯罪による利益 G、犯罪者を有罪にする確率 p、罰のかた
ち（刑罰の厳しさや期間など）f としたとき、G>pf が成立する限り罪が犯される、としてい
た。犯罪者のリスク態度を考慮せず、G>pf の関係だけに着目すれば、犯罪抑止の効果は p
と f で等価である。つまり、p を x 倍することと、f を x 倍することに違いはない。 
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192






































































































                                                  
21 警察庁（2012）「犯罪統計書 平成 23 年の犯罪」平成 23 年における検挙率 
22 警察庁（2012）「犯罪統計書 平成 23 年の犯罪」平成 23 年における検挙率 
出典：警察庁（2012）『平成 23 年の犯罪』及び各年の同資料から表作成 
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府による抑止政策ほかが（複合的に）功を奏して、不法投棄者の予想値が現実値を上回るこ
とで、不法投棄の発生が本来より少なく抑えられているという推測である。 
 アンケートでは、許可事業者（による適正処理）が 10 万円で受託する廃棄物処理を無許可
事業者（による不適正処理）は５万円で受託している、との結果を得た。そして、Becker の
犯罪供給モデルでは、（限界便益としての）期待利得 G が（限界費用としての）期待費用 pf
を上回る場合に犯罪を実行する理由が生じるのであった。 
 これまでの判決では、およそ罰金 f が不法投棄者の不当利得 G を下回っている（G>f）こ
とから、この制裁効果が疑問視されており、特に大規模、超大規模事案においてこの問題が
顕在化している。例えば、万引き犯に対する店主の温情処分として、正規料金の支払い（と
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 つまり、不法投棄を行う許可事業者はその成功を 0.5-0.65 と見積もり、これを実行してい























































一般的な値を見出すことは難しく、p が f よりも犯罪数に対してインパクトを有していそうだ、









































らは、期待される罰量 pf が変わらないなら、罰のかたち f を高めて有罪確率 p を低くするこ
とが合理的な行動選択であったことに整合的である。 
 新たな結論として、廃棄物処理法における厳罰化政策は、ほとんど費用を要せずに期待罰
量 pf を高めることができる点において有用であるが、市民はその p が高いと認識できないな
                                                  
23 循環経済新聞編集部（2005）『写真でみる 日本の不法投棄等』（日報出版）では、その掲載する不法投棄 19 事案のう 
  ち９事案は、廃棄物処理法上の許可を取得していた廃棄物処理事業者によるものである。 
24 津島昌寛 , 浜井浩一（2011）5735 頁参照 
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 Becker の犯罪供給理論において、そして本稿の検証においても、p と f のそれぞれの作用
は犯罪抑止のために等価であることを示してきたが、これら両者を組み合わせるとき、その
作用順序には大きな意味があるかもしれない。例えば、発がん機序には、initiation と
promotion があり、これらが initiation → promotion という順序で起きることが必要である
（promotion → initiation という順序では発がんしない）。これを「発がんの二段階説」と



















                                                  
25 環境省（2011）「産業廃棄物の不法投棄の状況（平成 22 年度）について」によれば、新規判明した産業廃棄物不法投 
   棄事案のうち、平成 22 年度は 46 件（4,065 トン）、平成 21 年度は 71 件（13,711ｔ）が実行者不明となっており、
そ 





































                                                  
26 平成 24 年６月末現在。 
  国土交通省（2012）「自動車保有車両数統計」によれば、貨物計は 15,022,717 台であり、このうち普通車は 2,263,197 
   台、小型車は 3,699,453 台、被牽引車は 154,953 台、軽自動車は 8,905,114 台である（営業用と自家用の合計）。 
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設問 廃棄物処理事業者が 1,000 社あったら、そのうち何社が無許可事業者だと思うか。 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0- 10 社   5 社 13 0.217 13 0.217 
 10- 50 社  30 社 19 0.317 32 0.534 
50-100 社  75 社 10 0.167 42 0.701 
100-200 社 150 社  8 0.133 50 0.834 
200-300 社 250 社  3 0.050 53 0.884 
300-400 社 350 社  5 0.083 58 0.967 
400-500 社 450 社  1 0.017 59 0.984 
500-1000 社 750 社  1 0.017 60 1.001 
合計 60 1.001   
 
設問 廃棄物処理の委託 1,000 件あたり、無許可事業者に流れる委託はどれほど存在する 
   と思うか。 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
   0- 10 社   5 社 10 0.164 10 0.164 
  10- 50 社  30 社 16 0.262 26 0.426 
  50-100 社  75 社 13 0.213 39 0.639 
 100-200 社 150 社  8 0.131 47 0.770 
 200-300 社 250 社  2 0.033 49 0.803 
 300-400 社 350 社  9 0.148 58 0.951 
 400-500 社 450 社  0 0.000 58 0.951 
500-1000 社 750 社  3 0.050 61 1.001 
合計 61 1.001   
 
設問 自社が１件あたり 10 万円で請け負う廃棄物処理の委託を、無許可事業者はいくらで 
   請け負っていると思うか。 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
0-1 万円 0.5 万円  1 0.016  1 0.016 
1- 2 万円 1.5 万円  2 0.032  3 0.048 
 2-3 万円 2.5 万円  4 0.065  7 0.113 
 3-4 万円 3.5 万円 10 0.161 17 0.274 
 4-5 万円 4.5 万円  0 0.000 17 0.274 
 5-6 万円 5.5 万円 28 0.452 45 0.726 
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 6-7 万円 6.5 万円  3 0.048 48 0.774 
 7-8 万円 7.5 万円  7 0.113 55 0.887 
 8-9 万円 8.5 万円  2 0.032 57 0.919 
9-10 万円 9.5 万円  1 0.016 58 0.935 
10-20 万円 15 万円  3 0.048 61 0.983 
20-30 万円 25 万円  1 0.016 62 0.999 
合計  62 0.999   
 
■ 不法投棄の存在 
設問 廃棄物処理の委託 1,000 件あたり、不法投棄はどれほど行われていると思うか。 
     (1)許可事業者によるもの 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10 件   5 件 28 0.438 28 0.438 
 10-50 件  30 件 18 0.281 46 0.719 
50-100 件  75 件  5 0.078 51 0.797 
100-200 件 150 件  3 0.047 54 0.844 
200-300 件 250 件  2 0.031 56 0.875 
300-400 件 350 件  4 0.063 60 0.938 
400-500 件 450 件  0 0.000 60 0.938 
500-1000 件 750 件  4 0.063 64 1.001 
合計  64 1.001   
     (2)無許可事業者によるもの 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10 件   5 件 17 0.279 17 0.279 
 10-50 件  30 件 23 0.377 40 0.656 
50-100 件  75 件  6 0.098 46 0.754 
100-200 件 150 件  7 0.115 53 0.869 
200-300 件 250 件  1 0.016 54 0.885 
300-400 件 350 件  1 0.016 55 0.901 
400-500 件 450 件  0 0.000 55 0.901 
500-1000 件 750 件  5 0.082 60 0.983 
1000 件 1000 件  1 0.016 61 0.999 






設問 産業廃棄物の不法投棄 1,000 件あたり、摘発される件数はどれほどと思うか。 
     (1)許可事業者によるもの 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10 件   5 件 33 0.532 33 0.532 
 10-50 件  30 件 14 0.226 47 0.758 
50-100 件  75 件  4 0.065 51 0.823 
100-200 件 150 件  4 0.065 55 0.888 
200-300 件 250 件  2 0.032 57 0.920 
300-400 件 350 件  2 0.032 59 0.952 
400-500 件 450 件  0 0.000 59 0.952 
500-1000 件 750 件  3 0.048 62 1.000 
合計  62 1.000   
     (2)無許可事業者によるもの 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10 件   5 件 17 0.279 17 0.279 
 10-50 件  30 件 23 0.377 40 0.656 
50-100 件  75 件  6 0.098 46 0.754 
100-200 件 150 件  7 0.115 53 0.869 
200-300 件 250 件  1 0.016 54 0.885 
300-400 件 350 件  1 0.016 55 0.901 
400-500 件 450 件  0 0.000 55 0.901 
500-1000 件 750 件  5 0.082 60 0.983 
1000 件 1000 件  1 0.016 61 0.999 




     (1)許可事業者が不法投棄を行う場合 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10％   5％ 23 0.365 23 0.365 
 10-20％  15％ 11 0.175 34 0.540 
20-30％  25％  2 0.032 36 0.572 
30-40％ 35％  2 0.032 38 0.604 
40-50％ 45％  0 0.000 38 0.604 
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50-60％ 55％  8 0.127 46 0.731 
60-70％ 65％  0 0.000 46 0.731 
70-80％ 75％  1 0.016 47 0.747 
80-90％ 85％  4 0.063 51 0.810 
90-100％ 95％  4 0.063 55 0.873 
100％ 100％  8 0.127 63 1.000 
合計  63 1.000   
     (2)無許可事業者が不法投棄を行う場合 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10％   5％ 23 0.359 23 0.359 
 10-20％  15％ 21 0.328 44 0.687 
20-30％  25％  1 0.016 45 0.703 
30-40％ 35％  5 0.078 50 0.781 
40-50％ 45％  1 0.016 51 0.797 
50-60％ 55％  10 0.156 61 0.953 
60-70％ 65％  0 0.000 61 0.953 
70-80％ 75％  1 0.016 62 0.969 
80-90％ 85％  0 0.000 62 0.969 
90-100％ 95％  0 0.000 62 0.969 
100％ 100％  2 0.031 64 1.000 
合計  64 1.000   
 
設問 不法投棄を行う者は、不法投棄に対する罰則をどの程度正確に認識していると思う   
      か。 















   と思うか。 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10％   5％ 34 0.493 34 0.493 
 10-20％  15％  2 0.029 36 0.522 
20-30％  25％ 12 0.174 48 0.696 
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30-40％ 35％  5 0.072 53 0.768 
40-50％ 45％  0 0.000 53 0.768 
50-60％ 55％ 12 0.174 65 0.942 
60-70％ 65％  1 0.014 66 0.956 
70-80％ 75％  0 0.000 66 0.956 
80-90％ 85％  2 0.029 68 0.985 
90-100％ 95％  0 0.000 68 0.985 
100％ 100％  1 0.014 69 0.999 
合計  69 0.999   
 
設問 もし刑罰の重さ（厳しさ）摘発確率が現在の２倍になったら、不法投棄はどれほ 
   ど減少すると思うか。 
階級 階級値 度数 相対度数 累積度数 累積相対度数 
  0-10％   5％ 34 0.493 34 0.493 
 10-20％  15％  3 0.043 37 0.536 
20-30％  25％  6 0.087 43 0.623 
30-40％ 35％  5 0.072 48 0.695 
40-50％ 45％  3 0.043 51 0.738 
50-60％ 55％ 14 0.203 65 0.941 
60-70％ 65％  0 0.000 65 0.941 
70-80％ 75％  2 0.029 67 0.970 
80-90％ 85％  1 0.014 68 0.984 
90-100％ 95％  1 0.014 69 0.998 
100％ 100％  0 0.000 69 0.998 
合計  69 0.998   
 
設問 排出事業者は、無許可事業者に廃棄物処理を委託するという選択肢を有していな 
   がら、それでも許可事業者にそれを委託する最大の理由はどれだと思うか。 
                                   n=66 
法的義務 15 
企業の社会的責任 27 
無許可事業者に接触する方法がない  0 
第三者により「許可」というかたちで選抜されていることへの安心感  4 
無許可事業者が摘発され、排出事業者自身に責任が及ぶことのリスク回避 19 
その他  1 
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